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１．チーム全体の研究の概要 

①本研究の背景、社会や産業に存在する問題と本研究の課題 

 

携帯電話・パソコンとネットワーク・

半導体の各技術の歴史と技術動向を

図 1-1 に示す．携帯電話・パソコンは

ネットワークや半導体技術を基盤とし

て発展してきた過程が分かる．携帯電

話とパソコンが融合した小型・高機能

の情報端末を使って，ネットワーク上

にある資源にアクセスすることで「いつ

でも・どこでも・どんな情報でも」を実

現可能な環境が整いつつある．しかし，

現状では，例えば自動車や家電機器

など，全ての装置に無線機器が搭載

されているわけではなく，モビリティが

ある状態では，まだ安定した通信環

境を得るところまでには至っていな

い． 

 

 本プロジェクトにおいて，これまでに

我々のグループ内で検討を重ねてき

た議論を元に，”ディペンダブル・エ

ア” という概念を提案している（図

1-2）．これまで述べてきた通り，従来

の無線規格のいずれか一つのみで

は，利用者が満足できるような通信環

境を提供することはできない．しかし，

複数の無線規格を利用環境に応じて

シームレスに切り替えることにより，接

続性・高速性の向上を図ることができ

ると考えている．ディペンダブル・エア

とは「ヘテロジニアスでかつディペン

ダブルなネットワーク」と定義できる．

具体的には，家電・車・インフラなどの

すべての装置に対して無線インター

フェース（ディペンダブル・エア・イン
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図 1-1: 携帯電話・パソコンとネットワーク・半導体 
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図 1-2: ディペンダブル・エア 
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ターフェース） を装備することでモビリティを獲得する．各装置は最適なアクセス方式を選択することができること

で，安心・安全かつ，必ずネットワークにつながることを実現する． 

 

このディペンダブル・エアによって，

これまでの移動通信分野だけにとど

まらず，物流，自動車・ITS，医療，農

業・漁業・林業など，様々な分野への

無線通信ネットワークの普及が期待

できる（図 1-3）．  

 

ディペンダビリティについて考えた

場合，無線通信技術は有線通信技

術と比較しても，そもそもビット誤り率

（BER）が低く，傍受されやすいなど，

ディペンダビリティが低い分野である．

図 1-4 に無線通信におけるディペ

ンダビリティについての考え方を示す．

無線通信におけるディペンダビリティ

の一つである BER 特性について，

従来の無線通信技術では，変復調

技術に加え，誤り訂正技術を組み合

わせることで，所望の BER 特性を実

現してきた．しかし，年代とともに通信

速度・スループットの高速化，遅延時

間の短縮化，低消費電力化への要

求が強くなり，これまでの考え方だけ

では不十分となってきた． 

 

そこで，本プロジェクトでは，ディ

ペンダブル・エアを実現するために，

まず広帯域化・低雑音化を行い，さら

に周波数領域等化技術を用いた伝

搬路・RF 回路特性の補償を適用す

ることにより，ディペンダビリティの指

標としての BER 特性の改善を目指

す． 

 

さらに，ディペンダブル・エアを用

いた応用例として，平常時のみなら

ず災害時にも活用可能な高信頼異

種統合無線通信ネットワークへの展

開も視野に入れて研究開発を進め

る． 

 

②本研究チームの達成目標 

 

本プロジェクトは，このディペンダ

ブル・エアを実現するための技術で

ある，オールシリコン CMOS を用いた

ディペンダブルワイヤレスシステムの

実現を目標とする．まず図 1-5 に示
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図 1-3: 未来情報都市とディペンダブル・エア 
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図 1-4: 無線通信システムにおけるディペンダビリティ 
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図 1-5: 達成目標と研究分担 
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す3つの要素技術に関して，研究開発を行う．また，これら要素技術を用いて，応用技術に展開すべく，H23 年

度からさらに 3 つの発展テーマについての検討も始めた． 

 

(1) オールシリコン CMOS による RFIC 技術 

 

主に無線通信方式で利用が期待できる 700MHz 帯，5GHz 帯，60GHz 帯について，それぞれの通信規格を

満たす帯域幅や伝送速度を実現できるシリコン CMOS 回路で送受信器を実現する．さらに，複数の無線通信

規格をひとつの通信端末で実現できるユニバーサル RF 回路を実現する． 

 

(2) 伝搬歪，デバイス特性を補償するブロードバンド周波数領域等化技術 

 

 各周波数帯域信号に対して，その伝搬歪やデバイス特性を補償できる周波数領域等化回路の実現を目指す．

5GHz 帯や 60GHz 帯の通信方式で

用いられている超広帯域信号や RF 

デバイスに対しても，周波数領域等化

を行うことで，BER 特性の改善を目指

す． 

 

 (3) 方式ごとに適応的なビット

幅・サンプリング周波数を切り替え

るスケーラブル ADC/DAC 
 

主に利用されている 700MHz 帯，

5GHz 帯，60GHz 帯の各無線通信規

格において，必要とされているビット

幅・サンプリング周波数を切り替えるこ

とができ，消費電力などを最適化することができる，スケーラブル ADC および DAC の実現を目指す．まず，

それぞれの無線通信規格で適用できる ADC の高性能化を行い，世界最高水準の低消費電力化を目指す．

さらに，それらを組み合わせることで，スケーラビリティを有する ADC を実現する． 

 

 さらに，これらの成果を組み合わせることで，ディペンダブルワイヤレスシステムの実現を目指し，それぞれの

要素技術開発の成果とシステム全体の性能・ディペンダビリティ等の向上の関係についての明確化を継続的に

行う． 

 

(発展テーマ 1) ディペンダブルワイヤレスシステムのためのヘテロ素子ビームフォーミングアンテナ 
 

これまで 5GHz 帯アンテナの小形化を目指したメアンダラインアンテナや，60GHz 帯三次元システムイン

パッケージのための小形アンテナの研究開発を行ってきた．これらの研究成果を応用して，複数の無線通信方

式に対応でき，かつアンテナ指向性を球面方向すべてに対して 3 次元立体的かつ能動的に制御できるヘテロ

素子ビームフォーミングアンテナ技術（図 1-6）の研究を行う． 

 

(発展テーマ 2) ディペンダブルネットワークプロセッサの機能検討 
 

 

60GHz layer 

5GHz layer 

700MHz layer 

IC 

Cu ball 

60GHz beam forming antenna 

5GHz small-size antenna 

700MHz chip antenna  
図 1-6: 発展テーマ(1): ヘテロ素子ビームフォーミング 

アンテナモジュール（構想図） 
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ディペンダブル・エア・インターフェースに必要となるディペンダブルネットワークプロセッサを具現化する．ヘ

テロジニアスなネットワークの融合のためには，まずディペンダブル OS （DeOS） として，複数の移動通信ネット

ワークへシームレスに接続可能である機能を有する OS が必要となる．また，ディペンダブルネットワークプロ

セッサとして，通信機能に特化して，複数のネットワークに対応可能な専用プロセッサが必要になる．これらを実

現するための機能検討や回路検討を行う．    

 

(発展テーマ 3) 災害時にも活用可能な高信頼異種統合無線通信ネットワーク 
 

ディペンダブル・エアおよびその周辺技術を用いることで，平常時・災害時のいかなる状況下におい

ても高信頼性を確保できる異種統合無線通信ネットワーク (図 1-7) を実現する． 
東日本大震災時に携帯電話などの無線通信ネットワークの課題として明らかになった (1) 輻輳とそ

の回避のための利用制限による無線通信断，(2) 停電・バッテリ寿命による端末・基地局の通信断ある

いは基地局間光ネットワーク障害に対応可能な，大量発呼時にも必ずつながる高信頼・低消費電力地上

系無線 LAN 技術を実現するための基礎研究を行う (図 1-7(a))．これらの技術は，平常時には携帯電話

帯域の逼迫に対応するためのオフ

ロード技術として活用可能である． 
また，震災による地上系無線イ

ンフラ喪失により，被災者の安否

が，数日以上にわたり不明となっ

た．さらに津波などで流失した車，

船なども行方不明となり，震災復

興の妨げとなった．これらを解決

するために，準天頂衛星を活用し

て，cm オーダでの高精度な位置 
(ロケーション) 情報とともに，ポ

ケベル程度の簡単なデータ／メッ

セージを衛星経由で双方向通信で

きる，携帯電話やカーナビにも搭

載可能なパーソナル無線端末と無

線システムの技術を開発するため

の基礎研究を行う (図 1-7(b))．    
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図 1-8: 本研究のアプローチ (1): デバイス技術 
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     (a) 高信頼・低消費電力地上系無線 LAN 技術         (b) 準天頂衛星を活用したメッセージ通信 

 
図 1-7: 発展テーマ (3): 災害時にも活用可能な高信頼異種統合無線通信ネットワーク 
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③本研究のアプローチ 

 

図 1-8 は本研究のアプローチをデバイス技術の観点から示した図である．先に示した 3 要素技術を実現す

ることで，複数の無線通信方式の送受信を可能とする変復調回路を実現することができる．特に周波数領域等

化技術により，広帯域信号に対する伝搬路・デバイス特性補償を行うことで，個々のデバイスの特性改善だけで

は不十分である高性能化を実現することができる． 

 

さらに，周波数領域等化回路の一機能である，伝搬路推定回路によって，周波数成分ごとに伝搬特性を計測

することができ，その信号を元に各伝搬路のディペンダビリティ（ワイヤレスディペンダビリティ）を計測することが

できる． 

 

図 1-9 は本研究のアプローチを

ネットワーク技術の観点から示した図

である．ワイヤレスディペンダビリティ

（S/N や BER など） を計測し，干渉

除去・補償を行った後に最適な変復

調方式や利用チャネル選択することが

できる．さらに，移動通信環境におい

ては，移動環境下においても，そのつ

ど環境に応じて最適な通信回線をそ

れぞれのユーザが利用することができ

る． 

 

④研究実施方法 

1) 本研究チーム運営の方針，研究

グループ間の分担・協力関係 

 

本 研 究 チ ー ム の 研 究 体 制 を 図 

1-10 に示す．本研究チームは，研究

代表者グループである東北大学グ

ループを核として，3 つの要素技術

開発のそれぞれを他大学の研究グ

ループと協力して研究開発を行う．(1) 

オールシリコン CMOS による RFIC 

開発については，東北大学グループ

と広島大学グループ（藤島教授）が共

同で，回路設計・試作・評価を行う．

(2) ブロードバンド周波数領域等化技

術を中心としてベースバンド信号処理

回路については，東北大学グループ

と高知工科大学グループ（岩田教授）

が共同で回路設計・試作・評価を行う．

(3) スケーラブル ADC/DAC 開発に

ついては，東北大学グループと東京

工業大学グループ（松澤教授）が共同

で，回路設計・試作・評価を行う． 

 

  それら要素回路技術を元に，より実用化に近い送信器・受信器用の LSI 開発は，企業の研究グループ等の

協力を得て研究開発を行う．送信器用 LSI の設計・開発については，東北大学グループが日本電気の協力を

得て行う．また，受信器用 LSI の設計・開発については，東北大学グループと三菱電機グループが共同で行う．

また，発展テーマについては東北大学グループを中心として，チーム全体で検討を行う． 
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図 1-9: 本研究のアプローチ (2): ネットワーク技術 
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図 1-10: 研究体制 
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2) 領域外部の企業等との連携 

 

先に述べたように，日本電気の協力を得て，送信器用 LSI の設計開発を行う．また，ディペンダブル・エア

の仕様設計や端末実装・評価については，通信事業者であるソフトバンクテレコムとの議論を行っている． 

 

以上の企業 3 社 （三菱電機，日本電気，ソフトバンクテレコム） と東北大学は，平成 20 年度に「ディペン

ダブルワイヤレスシステム・デバイスの開発」に関する連携協定を締結しており，より綿密な打ち合わせができる

環境を整備している． 

 

さらに，本研究課題の研究成果を活用するために，ルネサスエレクトロニクス，パナソニック，クアルコムジャ

パンなどと定期的な打ち合わせを行っている．特に発展テーマに関連して，高信頼・低消費電力地上系無線

LAN 技術のスマートグリッド通信等への適用を踏まえて，ルネサスエレクトロニクスなどとの議論を進めている．

また，準天頂衛星を用いた高精度なロケーション技術への適用に関しても，関係機関との積極的な議論を

進めている． 

 

LSI の試作では，上記の企業以外にも，LSI ファウンドリ・ブローカとして TSMC や凸版印刷，大日本印刷の

協力を得ている．周波数領域等化技術の評価用基板の試作については，ノーザンシステムエンジニアリングと

の技術提供や協力を受けている． 

 

3) 領域内他研究チームとの連携関係 

 

小野寺チームが主催している「CREST DVLSI テスト構造フォーラム」への参加を通じ，各チーム内で課題に

なっている LSI 設計技術・評価技術を参加チーム間で共有し，各チームでの研究開発に反映させることを行っ

ている．坪内チームとしては，特にベースバンド信号処理技術の設計と評価についての発表と意見交換を行い，

チーム内の研究開発へ生かしている． 

 

２．研究グループの研究の概要 

 

（１） 東北大学グループ 

 

①本研究グループの研究課題，ならびに所属する研究チームの課題との関係 

 

研究課題: オール Si CMOS RF デバイス・回路の開発 
 

オールシリコンによるディペンダブルワイヤレスシステム LSI の実現を目標として，(1) オールシリコン CMOS

による RF IC，(2) 伝搬歪，デバイス特性を補正するブロードバンド周波数領域等化技術，(3) 方式ごとに適応

的にビット幅・サンプリング周波数を切り替えるスケーラブルADC／DACの実現を目指す．また，発展テーマとし

て，(発展 1) ヘテロ素子ビームフォーミングアンテナの検討，(発展 2) ディペンダブルネットワークプロセッサの

機能検討， (発展 3) 災害時にも活用可能な高信頼異種統合無線通信ネットワークの検討を行う．チーム全体

の研究開発の統括を行い，各グループの成果を反映させ，ディペンダブルワイヤレスシステムの具現化を行う． 

 

②本研究グループの達成目標 

(1) オールシリコン CMOS による RF IC については，90nm シリコン CMOS を用いた，超高周波デバイスの

基礎検討を行い，ディペンダブルワイヤレスシステムを構成するユニバーサル RF フロントエンド技術を確立する．

(2) ブロードバンド周波数領域等化技術については，周波数領域等化回路を LSI 上に実装し，伝搬路・RF デ

バイスの特性改善の実証を行う．(3) スケーラブル ADC／DAC については，複数のワイヤレスシステムに対し，

適応的にビット幅・サンプリング速度を切り替え，最適消費電力で動作可能なスケーラブル ADC／DAC を新た

に設計・開発する．特にパイプライン型電流モード ADC の設計・試作・評価を行い，ディペンダブルワイヤレス

システムへの適用を検討する．さらに，上記技術を適用し，それら要素回路技術を元に，より実用化に近い送信

器・受信器用の LSI 開発を行う． また，発展テーマは以下を達成目標とする．(発展 1) ヘテロ素子ビーム

フォーミングアンテナの検討では，これまでに我々のグループで検討してきたアンテナ素子の特性を用いて，ア

レイアンテナモジュールとしての理論検討・設計を行う．次に，実際に用いる RF・ディジタル回路モジュールへ
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の実装を考慮して，電磁界シミュレーションによる設計を行い，実際にアンテナモジュールとして試作・評価を行

うことで，無線通信システムの信頼性の向上に寄与する．(発展 2) ディペンダブルネットワークプロセッサの機能

検討では，これまでディペンダブル・エアを実現するための無線通信方式の検討を行ってきた結果を整理し，

ディペンダブル・ワイヤレス・プロセッサに必要な機能の検討を行う．(発展 3) 災害時にも活用可能な高信頼異

種統合無線通信ネットワークでは，ディペンダブル・エア技術を適用することで実現できる，高信頼・低消費電力

地上系無線 LAN 技術，および準天頂衛星を活用したメッセージ通信技術の基礎検討を行う． 

 

③研究のアプローチ 

 

先に示した 3 要素技術の個別の技術開発を他グループと共同で進めるが，さらに，それらの技術を組み合

わせることで，さらなる高性能化を実現する．特に周波数領域等化技術により，広帯域信号に対する伝搬路・デ

バイス特性補償を行うことで，個々のデバイスの特性改善だけでは不可能である高性能化を実現することを目

指す． 

 

④研究実施方法 

 

(1) オールシリコン CMOS による RF IC と (3) スケーラブル ADC／DAC については，ターゲット周波数であ

る 60GHz 帯の動作が可能な 90nm シリコン CMOS プロセスを採用し，単体デバイス，要素回路試作を年 2 回

程度行うことで，アイデアの検証を行う．(2) ブロードバンド周波数領域等化技術については，FPGA や 180nm 

シリコン CMOS プロセスによる ASIC 実装によって検証を行う．また，各グループと随時研究打ち合わせを行い，

システム全体仕様，最終的な試作内容・システム構成などについて定期的に議論を行うことで緊密に連携し，研

究開発を進める．(発展 1) については，実アンテナの試作・評価を通して，アイデアの検証を行うとともに，他の

要素回路技術の適用も検討する．(発展 2) (発展 3) については，関連する企業との連携を進め，アプリケー

ションへの適用を明確化しつつ，検討を進める． 

 

 

（２）東京工業大学グループ 

 

①本研究グループの研究課題，ならびに所属する研究チームの課題との関係 

 

研究課題: スケーラブル ADC／DAC の基礎検討 
 

微細 Si CMOS 技術を用いて，ビット幅・サンプリング速度を可変できるスケーラブル ADC（analog digital 

converter）／DAC（digital analog converter）の基礎検討を行い，東北大学グループで検討を行っているペンダ

ブル・エア・インターフェースの実現に寄与することが研究目的である． 

 

②本研究グループの達成目標 

複数のワイヤレスシステムに対し，適応的にビット幅・サンプリング速度を切り替え，最適消費電力で動作可能

なスケーラブル ADC／DAC を新たに設計・開発する．高速かつ低消費電力を実現するため，90nm 以下のシリ

コン CMOS プロセスを用いる． 

 

③研究のアプローチ 

高精度 ADC を実現するために，ΔΣ 型 ADC の基礎検討を行う，フィルタと帰還回路を用いることで，5bit 

ADC で，分解能最大 20bit 相当の変換を可能とする回路構成について検討を行う．高精度化を実現するた

めに，ダイナミック型比較器の感度に関する設計理論の構築やオフセット補正方法の確立などの要素技術につ

いても研究に取り組む． 

 

次に高速 ADC の実現のために，容量演算とダイナミック比較器を主体とする，貫通電流がほとんど流れない

回路構成を用いた技術を適用する． 
 
さらに，これらを組み合わせて，スケーラビリティ ADC の検討を行い，ディペンダブルワイヤレスシステムへの

適用を検討する．また，ディペンダビリティの評価に必要となる ADC 性能の総合評価の検討を行い，各変換方
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式の FoM の理論値の算出を行う． 

 

④研究実施方法 

ディペンダブルワイヤレスシステムの実現のために必要となる ADC／DAC の検討として，まず，東北大学と

共同で仕様検討を行い，目標とする無線通信システムの明確化とデバイスの要求スペック条件などの検討を行

う． その目標スペックを元に，ターゲットとしている複数の無線通信方式にそれぞれ対応可能な，高精度 ADC

ならびに超高速・低消費電力 ADC について，要素技術の開発を行う．次に，適応的に切り替え可能なスケーラ

ブル ADC の検討を行う．90nm シリコン CMOS プロセスを用いて LSI 実装・評価を行うことで，提案回路の性

能評価を行う．さらに，ディペンダブルワイヤレスシステムへの実装手法についての検討を行う． 

 

（３）高知工科大学グループ 

 

①本研究グループの研究課題、ならびに所属する研究チームの課題との関係 

 

研究課題: 周波数領域等化技術のためのセルフタイム型回路の基礎検討 
 

本研究グループでは，無線通信 VLSI システムのディペンダビリティ向上のために，電波伝搬特性ならびに

RF デバイス特性を補償する回路をディジタル回路にて実現する．様々な伝送速度の無線通信システムに対し，

最適な動作速度・回路規模・消費電力で特性改善を行うために，従来のクロック同期による制御回路に加え，本

研究グループでは，データの有無によりその動作を決定するセルフタイム回路の導入を目指す． 

 

②本研究グループの達成目標 

 

周波数領域等化補償技術のための多様な処理形態に柔軟に適応できるセルフタイム型パイプラインの要素

回路について，従来型の分流機構ならびに合流機構を組み合わせた，より一般的なデータ流制御回路構成を

考案する．これらの要素回路を活用して，周波数領域等化補償アルゴリズムに内在する多様なデータ流を対象

としたパイプライン並列処理構造を直接的に LSI 上に展開し，高速化・低消費電力化を同時に達成する．  

 

③研究のアプローチ 

 

セルフタイム型パイプライン回路では，各パイプライン段はデータが到着した時のみ自律的かつ局所的に動

作する．すなわち，大域的クロックに基づく動作制御をしないため，設計容易化が図れ，結果的に，細粒度のパ

イプラインを構成でき，高速化が容易である．さらに，動作中のパイプライン段でのみスイッチング電力を消費し，

動作していないパイプライン段では全くスイッチング電力を消費しないため，自律的な省電力効果を発揮する． 

様々な伝送速度の無線通信システムを対象とした多様な形態の周波数領域等化補償技術を LSI 上に実現する

ためには，複数の異速度データ流を混在して処理し，しかも，個々のデータ流に応じて，異なる周波数領域等

化処理を施す必要がある．このためには，セルフタイム回路が本来有している設計柔軟性や自律的動作が優位

性を発揮すると考えている．セルフタイム回路技術については，その優位性が顕著に表れる NoC （Network on 

chip） 技術等への応用が国内外で検討されているが，本研究課題のように，あらゆる粒度の多様な回路に徹底

的にセルフタイム回路を適用する独創的な検討は見受けられない． 

 

④研究実施方法 

 

周波数領域等化技術のためのセルフタイム型回路の基礎検討として，まず，東北大学と共同で仕様検討を

行い，目標とする無線通信システムの明確化とデバイスの要求スペック条件などの検討を行う．また，並行して，

セルフタイム型二次元パイプライン（ウェブパイプライン）の要素回路の検討を行う． 

 

その後，東北大学と共同で周波数領域等化技術に内在する並列処理性を明らかにし，広帯域通信およびミリ

波通信に共用可能な高速等化器の構成方法について検討した．その結果，要求スループットを維持可能な周

波数領域等化器用FFT回路構成法を定式化した．現在，この高速等化器を通信方式に合わせて動的に切り替

えて動作させる方法，ならびに，この等化器に適用可能なセルフタイム回路の要素回路の設計検討を行ってい

る段階である． 
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最終的に，これらの成果を統合して，セルフタイム型回路を用いた補償回路のディペンダブルワイヤレス シス

テム LSI への実装設計を実施する． 

 

（４）広島大学グループ 

 

① 本研究グループの研究課題，ならびに所属する研究チームの課題との関係 

 

研究課題：微細 Si CMOS 超高周波デバイスの基礎検討 
 

微細 Si CMOS 超高周波デバイスの基礎検討を行い，東北大学グループの RF ブロードバンドモジュール Si 

CMOS IC の実現に寄与することが研究目的である． 

 

②本研究グループの達成目標 

 

微細 Si CMOS 超高周波デバイスの基礎検討を行うことにより，最終システムであるディペンダブル・エアを

構成する RF フロントエンドの中のミリ波帯超高速ブロードバンドモジュールの帯域，利得，消費電力をスケーラ

ブルに最適化する手法を確立する． 

 

③研究のアプローチ 

 

広島大学グループでは，独自の CMOS レイアウト手法であるボンドベースデザイン(Bond-Based Design: 

BBD)を用いている．BBD に基づく，ミリ波 CMOS デバイスライブラリを構築し，独自の自動設計等のツールを用

いてミリ波 CMOS 回路の設計を行っている．本課題においては，この BBD を用いることにより，微細 Si CMOS 

超高周波デバイスの基礎検討を行い，最終システムであるディペンダブル・エアを構成する RF フロントエンドの

中のミリ波帯超高速ブロードバンドモジュールの帯域，利得，消費電力をスケーラブルに最適化する． 

 

④研究実施方法 

 

広島大学グループは，独自に開発したライブラリおよびツールを用いて設計を行い，ミリ波CMOS 回路を試作

するとともに，既存のミリ波帯 CMOS 回路評価装置を用いてデバイス評価を行う．一方で，東北大学グループと

は密接に連携を取りながら，東北大学グループの RF ブロードバンドモジュール Si CMOS IC の実現に寄与して

いく． 

 

（２）「三菱電機」グループ 

 

①本研究グループの研究課題、ならびに所属する研究チームの課題との関係 

 

研究課題： ディペンダブル・エアの実現を可能にするオール Si CMOS 受信器 RF IC の開発 

 

研究チームの課題は，複数の無線規格を利用環境に応じてシームレスに切り替え，接続性と伝送容量の向

上により，利用者の利便性を高めるディペンダブル・エアの実現である．このためには，無線通信におけるキー

デバイスである RF 回路の性能向上やマルチモード・マルチバンド化，さらに伝搬特性やデバイス特性を補償す

る技術が必須である．本研究グループでは，大容量の通信が可能なミリ波帯を含む複数の無線規格に対応す

るオールシリコンによる受信器 RF IC を開発する．開発にあたっては，小形・低コスト化に加え，非常に周波数が

高く，使用帯域の広いミリ波帯における高周波特性の向上が大きな課題である．さらに複数の無線規格に対応

する受信器では，受信性能のディペンダビリティ確保も課題である． 

 

②本研究グループの達成目標 

 

本研究グループの主な技術的な達成目標は以下の2つである: (a) オールシリコンCMOS によるマルチモー

ド・マルチバンド対応 RF IC の実現．(b) 伝搬歪，デバイス特性を補正するブロードバンド周波数領域等化技術
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を適用した無線受信器用 IC の実現． 

 

(a) は，IC の半導体プロセスとして，従来ミリ波帯などの高い周波数で用いられてきた GaAs などの化合物系

のプロセスに代わり，CMOS プロセスを用いる．これにより RF IC は，高集積化・高機能化が必要なマルチモー

ド・マルチバンドへの対応が可能になるとともに，実用化にあたって重要となるコストの低減を図ることができる．

また，受信器 RF IC のディペンダビリティを高めるため，周波数や帯域幅の異なる複数の無線規格に対して一

部の回路を共有化することを目標とする．一方 (b) では，受信器に周波数領域等化技術を適用することにより，

特にミリ波帯のブロードバンド通信で課題となる，伝搬歪やデバイスのバラツキなどを補正し，受信性能のディペ

ンダビリティを確保することが可能となる．本研究グループでは，以上の 2 つを技術的な目標とし，最終的な目

標である，ディペンダブルワイヤレスシステム LSI の実現を目指す． 

 

③研究のアプローチ 

 

本研究グループでは複数の無線規格として，近年，標準化が進み，近距離のブロードバンド通信として有望

な 60GHz 帯無線 PAN （IEEE802.15.3c） と，現在，広く普及している 5GHz 帯無線 LAN （IEEE802.11a） を開

発のターゲットとする．これらの無線規格に適合する RF フロントエンド回路として，60GHz 帯では受信信号を

5GHzに周波数変換するヘテロダイン方式，5GHz帯では直接，ベースバンド信号に変換するダイレクトコンバー

ジョン方式とする．これにより，5GHz 帯の直交復調器を上記 2 つの無線規格で共有してスイッチで切り替える構

成を実現し，IC としてのディペンダビリティを高めるとともに小形・低コスト化を図る．また，化合物系のプロセスに

比べて高周波性能の劣る CMOS プロセスを用いた場合，特に 60GHz 帯では低雑音増幅器 （LNA） やミキサと

いった要素回路の性能向上が必要である．このため，トランジスタなどの単体デバイスの特性を評価し，LNAとし

て最適設計を行うことにより高利得，低雑音指数化を図るとともに，ミリ波帯での CMOS プロセスに適したミキサと

して，受信信号の 1/2 の周波数の局部発振波で動作し，高飽和特性が得られるトランジスタペアを用いた偶高

調波形ミキサを提案した．これらの要素回路を受信器 RF IC に用いることで，受信ダイナミックレンジ向上と，局

部発振源の低周波化による回路規模の削減を図る．さらに RF IC と周波数領域等化技術を組み合わせることで，

受信器としてのディペンダビリティ向上を目指す． 

 

④研究実施方法(研究チーム内外の連携関係など) 

 

半導体プロセスとして，ミリ波帯でも動作可能な微細 CMOS プロセスを採用し，単体デバイス，要素回路試作

を年2 回程度行うことで，アイデアの検証を行う．また，研究代表者グループである東北大グループとは，共同で

IC の試作を行うとともに，要素回路やシステム全体仕様，最終的な試作内容・システム構成などについて定期

的な打合せを行うことで緊密に連携し，研究開発を進めている．また，他グループとも，年 2 回のチーム全体会

議などを通じて，情報交換，交流を積極的に図っている． 
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§§§§２２２２．．．．研究実施体制研究実施体制研究実施体制研究実施体制    

 

（１）東北大学グループ 

① 研究分担グループ長： 坪内 和夫 （東北大学電気通信研究所，名誉教授）（研究代表者） 

② 研究項目 

・ オール Si CMOS RF デバイス・回路の開発 

 

（２）東京工業大学グループ 

① 研究分担グループ長： 松澤 昭 （東京工業大学大学院理工学研究科，教授）（主たる共同研究者） 

② 研究項目 

・ スケーラブル ADC／DAC の基礎検討 

 

 

（３）高知工科大学グループ 

①研究分担グループ長： 岩田 誠 （高知工科大学情報学群，教授）（主たる共同研究者） 

②研究項目 

・ 周波数領域等化技術のためのセルフタイム型回路の基礎検討 

 

（４）広島大学グループ 

①研究分担グループ長： 藤島 実 （広島大学大学院先端物質科学研究科，教授）（主たる 

共同研究者） 

②研究項目 

・ 微細 Si CMOS 超高周波デバイスの基礎検討 

 

（５）三菱電機グループ 

①研究分担グループ長： 平野 嘉仁 （三菱電機株式会社情報技術総合研究所，部長）（主たる共同研究

者） 

②研究項目 

・ オール Si CMOS 受信器 RF IC の開発 
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§§§§３３３３．．．．研究研究研究研究実施内容実施内容実施内容実施内容    

(文中に番号がある場合は（４－１）に対応する) 

 

（１）研究の成果と自己評価 

 

(1) 成果１．「ディペンダブル・エア小型携帯端末用

60 GHz 帯ビームフォーミングアンテナの基礎検討」

（東北大学グループ) 

 

①内容 

 ディペンダブル・エア小型携帯端末用 60 GHz 

帯ビームフォーミングアンテナとして，全球方向へ

のビーム形成を実現するために，3-D SiP 実装技

術による基板の垂直方向積層構造を活用したダイ

ポールアレイアンテナを試作（図 4-1）し，ビームス

テア実験を行った(図 4-2)．電磁界解析を用いた設

計の結果，4×4 素子アンテナ配列構成にてθ, φ
方向にそれぞれ 90◦ の範囲で 10 dBi 以上の利得

をもつビームフォーミングが可能であることを示した．

次いで 4×2 素子アンテナ配列構成のアレイアン

テナについて試作を行い，ほぼ電磁界解析結果の

結果と一致するビームステア特性が得られることを

確認した． 

 

②有用性 

ミリ波通信では，アンテナ指向性が強いため，端

末の設置状況においては通信ができなくなる恐れ

があった．さまざまな方向にビームを形成し，適応

的にビーム方向を制御するビームフォーミング（BF: 

Beam Forming）を行うことでどのような端末の設置

状況においても通信が可能となるため，60 GHz 帯

BF アンテナの実現は非常にインパクトがある． 

 

これまでの検討では，主に基板に対して垂直方

向のビームフォーミングが可能であることが示され

ているが，一方で，基板に対して水平方向にビー

ムを形成するアンテナでは十分なビームフォーミン

グができていなかった． 本検討の結果で，基板水

平方向へのビームフォーミングが可能になることで，

全球方向へのビーム形成が可能となった． 

 

③優位比較 

基板に対して水平方向にビームを形成するアン

テナとして，ポスト壁導波路を用いたアンテナ，1×

4 ダイポールアレイ が提案されている．2 次元アレ

イとして多層基板を用いた 2×3 ビバルディアレイ

が提案され，30 度の範囲で BF 可能であることが

示されているが，多層基板を用いるため縦方向の

アンテナ間隔が小さく，十分なビーム形成ができて

いないため，本研究の成果は優位性が高い． 

 

 

 
図 4-1: ディペンダブル・エア小型携帯端末用 

60 GHz 帯 4×2 素子アンテナの試作 

 
 

図 4-2:  6 つの給電位相差による放射パターン 
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(2) 成果２．「新変換方式の 10bit, 320MSps, 40mW ADC」（東京工業大学グループ） 

 

①内容 

 10bit, 320MSps 程度の性能を有する ADC はミリ波中距離システムにおいて 64QAM を用い，1Gbps の超高

速無線システムを実現するために不可欠である．通常この性能レンジの ADC は高い利得を有する演算増幅

器を用いたパイプライン型 A/D 変換方式が主流であったが，CMOS の微細化の進展によりこのような演算増

幅器を実現することは困難となっている．そこで，数倍程度の開ループ差動増幅器を 2 つ設け，出力間の信

号を補間することで高速かつ高精度な A/D 変換を行う，補間パイプライン型 A/D 変換方式を考案し，10bit, 

320MSps, 40mW ADC を実現し，2011 年 6 月，京都で開催された国際会議，VLSI 回路シンポジウムにて発表

を行った (図 4-3)． 

 

 

図 4-3: 補間パイプライン型 ADC 
 

②有用性 

高利得の演算増幅器が不要なため，微細CMOS プロセスを用いた高精度，超高速 ADC が実現可能である． 

 

③優位比較 

 10bit で 300MSps を越える変換速度の ADC においては，唯一回路が複雑になるデジタル誤差補正技術を

用いない A/D 変換を実現し，FoM も世界トップの 350fJ/step を実現した． 

 

(2) 成果３．「要求スループットを維持可能な周波数領域等化器用 FFT 回路構成法」（東北大学グループ・

高知工科大学グループ） 
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図 4-4:  要求スループットを維持可能な周波数領域等化器用 FFT 回路構成法 
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①内容 

要求されるスループット Th [symbol/s] を維持できる周波数領域等化回路を実現するために，複数の FFT

回路をパイプライン並列に動作させる回路構成法を明らかにした．回路コスト対性能を最大にするための条

件として，(a) 個々の FFT 回路のスループット性能を Th とすること，および，(b) チャネル推定時間に比べて

パケット到着間隔が長い場合には FFT 回路は 3 基で十分であること，を明らかにし，これらを並列に動作させ

るスケジューリング方式を確立した (図 4-4)． 

 

②有用性 

周波数領域等化器の回路コストの大半を占める FFT 回路について，理論的に最小コストで要求スルー

プットを達成できる回路構成法を世界に先駆けて明らかにしたものであり，周波数特性の劣化が想定される

様々な回路へ応用が可能である． 

 

③優位比較 

周波数領域等化回路の実装例はこれまで世界的にみてもほとんど発表されておらず，本グループにおけ

る成果が世界で初めての発表になると考えている． 

 

(4) 成果４．「微細 Si CMOS 超高周波デバイスの基礎検討」（広島大学グループ） 

 

①内容 

低群遅延特性を持つ広帯域 D バンド

CMOS 低雑音増幅器の設計を行い実証

した(図 4-5)． 

 

②有用性 

CMOS ミリ波帯無線トランシーバにお

いて低雑音増幅回路(LNA)は重要なコ

ンポーネントの 1 つである．高速大容量

通信では被変調波は広い帯域を使用す

るため，これを増幅するためには広域帯

で使える必要がある．最近の通信では振

幅と位相の両方を用いられており，これ

を正しく増幅することは無線トランシーバ

の実現に必要不可欠である．そのため，

位相情報についても広帯域で正しく伝

達することがアンプには求められている．

本研究では群遅延特性と利得を平坦に

することに留意した．群遅延と利得が平

坦でないと増幅後のエンベロープが乱

れ，振幅・位相情報が変化し復調時に問

題が発生する．そこで，低消費電力動作

で，群遅延時間変化を小さくし，利得を

できるだけ平坦にすることで高速無線通

信の実現に貢献できる回路を開発した． 

 

③優位比較 

消費電力 19.77mW で，ピークゲインが周波数 118.55GHz のとき 8.13dB，3dB 帯域が 20.40GHz，帯域内

群遅延時間が 3.34 から 65.76ps という結果を得た．表１に先行研究との比較を示す．3dB 帯域とピークゲイン

がほぼ同じぐらいの利得で，十分に群遅延時間と利得を平坦にすることができた．(表 4-1) 

 

 

 

 

 
図 4-5:  120GHz 帯広帯域増幅回路 

 
表 4-1: 性能比較 

Ref. Freq. 
[GHz]  

3dB- 
BW 
[GHz]  

Peak 
Gain 
[dB]  

GroupDelay  
Variation 
[ps]3dB-BW  

Pdc 
[mW]  

This
work

118.55  20.40  8.13  54.55 
±11.21  

19.77  

[1] 150.00  27.00  8.20  N/A  25.50  

[2] 140.00  10.00  8.00  N/A  63.00  

[3] 144.00  10.00  9.00  N/A  75.60  
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(5) 成果５．「オール Si CMOS 受信器 RF IC の開発」（三菱電機グループ） 

 

①内容 

半導体プロセスとして，90nm CMOS プロセスを用いたミリ波帯要素回路 IC および 5GHz 帯の受信フロント

エンド IC について，これまでの，トランジスタなどの単体デバイスの評価結果や要素回路の試作結果をもとに

した改良試作を実施した（図 4-6）．ミリ波帯の低雑音増幅器（LNA）ではカスコード構成を採用することにより

高利得化を図り，ミクサでは整合回路の最適化などにより変換損失の低減を図り，設計の妥当性が確認でき

るともに目標の性能を概ね達成することができた．5GHz 帯の受信フロントエンド IC は，LNA と直交復調器と

からなる 5GHz 帯受信フロントエンドと，周波数変換された 60GHz 帯の受信信号を入力するための切り替え

回路も集積化し，試作の結果，無線 LAN(IEEE.802.11a)の受信器に適用可能であることを確認した(図 4-7)．  

 

②有用性 

新たに考案した，60GHz 帯のトランジスタペア形偶高調波ミキサは，通常のミキサに比べて 1/2 の周波数

の局部発振波でミキシング動作するため，局部発振波の生成が容易となって回路の小形化が可能となるとも

に，優れた高周波特性，具体的には飽和特性の向上が得られる．60GHz 帯の LNA の高利得化を実現したこ

とで，優れた受信特性を得ることができる．また，最終的に5GHz帯と60GHz帯の受信回路の共用を図るため，

5GHz 帯の直交復調器を両周波数帯で共有する構成を採用し，複数の無線規格に対する受信器 RF IC の

ディペンダビリティ向上を図る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6: 60GHz 及び 5GHz 帯受信器ブロック図と試作した IC チップ写真 
 

 

 

 

 

 

 

(a)LNA の利得特性      (b)LNA の雑音特性     (c)ミクサの LO 電力依存性   (d)ミクサの周波数特性 

図 4-7: 60GHz 要素回路 IC 試作結果 
 

③優位比較 

競争相手としては，UCLA，UC Berkeley，Georgia 工科大，Philips など，多数の大学やメーカがあるが，

60GHz 帯と 5GHz 帯の２つの周波数帯に対応する受信器 RF IC で回路を共有化した例は見当たらず，本研

究はディペンダビリティ確保の点で，優位性が高いと考える．また新たに考案した 60GHz 帯の受信ミキサは，

必要な局部発振波の周波数が通常の 1/2 ですみ，回路規模を小さくできる点や，高周波特性では飽和特性

が優れているものの，電流値を非常に絞るパッシブ動作をさせるために，周波数変換に必要な局部発振波

の電力が大きくなる，変換利得が小さい，など劣る点もある． 

 

（２）上記（１）のうち、特筆すべき成果 

 

(1) 特に顕著な成果（科学や技術の新しい分野の展望など） 

 

成果 2 で示した量子化ビット数 10bit，変換速度 300MSps 超の ADC においては， FoM も世界トップの

350fJ/step を実現しており，今後のスケーラブル ADC への展開が期待できる成果であると考えている． 

 

 

60GHz帯帯帯帯 
ミクサミクサミクサミクサ 

5GHz帯帯帯帯 
直交直交直交直交復調器復調器復調器復調器 

LNA 

BB Amp. 

5GHz 

60GHz 
A/D LPF 

切替切替切替切替 
スイッチスイッチスイッチスイッチ 

LNA 

IC化範囲化範囲化範囲化範囲 

30GHz帯帯帯帯LO 5GHz帯帯帯帯LO 

60GHz 帯ミクサ 60GHz 帯 LNA 

5GHz 帯受信フロントエンド 

-40

-30

-20

-10

0

-10 -5 0 5 10
LO power (dBm)

C
on

ve
rs

io
n 

ga
in

 (
dB

)

測定値(10年度試作品)

測定値(09年度試作品)

0

10

20

30

40

50

50 55 60 65
Frequency (GHz)

G
ai

n 
(d

B
)

0

5

10

15

55 60 65 70
Frequency (GHz)

N
oi

se
 F

ig
ur

e 
(d

B
)

-40

-30

-20

-10

0

50 55 60 65
RF frequency (GHz)

C
on

ve
rs

io
n 

ga
in

 (
dB

)

測定値(10年度試作品)

測定値(09年度試作品)



 16 

成果 5 で示した，ディペンダブル受信フロントエンド IC については， 60GHz 帯と 5GHz 帯の２つの周波数帯

に対応する受信器 RF IC で回路を共有化した例は他のグループでは見当たらない．本研究は，これらの帯域を

使った無線通信方式の信頼性向上の観点から，無線通信技術分野全般に対しての影響が大きいと考えてい

る． 

 

(2) 当初計画で想定外であった重要・新規な展開 

 

成果 3 について，周波数領域等化技術を用いたワイヤレスディペンダビリティ計測をさらに発展させ，周波

数領域チャネル推定技術を基にした異種無線通信方式のスケジューリング手法の検討にも繋がっており，当初

計画で想定している範囲以上の広がりを見せつつある． 

 

成果 4 などに示した広島大学グループの研究については，本研究課題の当初目標であった 60GHz 帯の

みならず，さらに 100GHz を超える周波数帯に対してのシリコン CMOS 適用についての初期検討・評価を行

い，その有用性を示すことができる見込みであり，当初計画で想定している範囲以外の展開が期待できる． 
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